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2010 年 7月 28 日 

 

持続可能な発展と国際開発協力（15） 

 

１．講義の概要と目的 

本講義は、「持続可能な発展（Sustainable Development）」あるいは「サステイナビリティ

（Sustainability）」という理念（アイデア）・概念（コンセプト）・理論（モデル）を、以下

の 2 つの側面から検討する。第 1 に、開発と環境をめぐる問題の時間的・空間的展開の中

から「持続可能な発展」・「グローバル・サステイナビリティ」の検討を行う。第 2 に、実

際の国際開発や国際開発援助における「持続可能な発展」あるいは「グローバル・サステ

イナビリティ」の政策的応用例を検討する。とりわけ本講義では、「持続可能な発展」のプ

ロセス、特に社会的能力の形成と制度変化のあり方やガバナンスのあり方に着目し、グロ

ーバル・サステイナビリティを実現する国際開発協力のあり方について論じる。 

 

２．講義日程 

第 1 部 持続可能な発展（SD）の概念と理論 

1. ガイダンス：持続可能な発展とは 4/07 

2. 開発と環境：環境クズネッツ曲線（EKC） 4/14 

3 持続可能性の理論（MSY・MEY、コモンズ理論） 4/21、4/28、5/12 

4. 持続可能な発展の指標（SDI） 5/19  

第 2 部 途上国の開発政策と持続可能な発展 

5. 途上国の貧困と開発 5/19  

6. 途上国の開発政策 5/26 

7. 途上国の開発と環境 6/02 

第 3 部 国際開発援助と持続可能な発展 

8. 国際開発援助の歴史と制度 6/09 

9-12. 開発援助政策の理論と評価 6/16、6/23（休講）、6/30、7/07 

第 4 部 新たな開発戦略 

13. 国際開発協力と地球環境問題 7/14 

14-15. まとめと試験 7/21（試験）、7/28（まとめ、補講予定） 

 

３．講義の評価・内容 

1. 授業の内容  

1.1 学問的に受ける知的刺激度 

1.2 学習効果・将来における有用性 

2. 授業の進め方 

2.1 シラバスと授業内容との整合性 

2.2 授業の進行度合い 

2.3 めりはりの度合い・指摘事項等ポイントの的確性 

2.4 専門的知識や用語解説の分かりやすさ 

2.5 予習・復習等の必要性と勉学方法の提示 

2.6 授業の開始・終了時間の正確さ 

3. 教員の授業への取り組み 

3.1 事前準備等授業に対する取り組みの熱心さ、質問に対する対応の適切さ 

3.2 学生の理解力に応じた授業の実施状況 

3.3 教科書・参考書の有用性、教科書・参考書指定の妥当性 

3.4 パケット教材・その他配布資料の内容の有効性、量的な適切性 

4. 試験･レポート等 

4.1 試験問題・課題レポートの適切性 

4.2 学習課題（予習・レポート等）の適切性 
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